
北大コアファシリティ構想
実施機関：北海道大学・ 海洋研究開発機構 (JAMSTEC)
協力機関：高エネルギー加速器研究機構 (KEK)・国立情報学研究所(NII )・株式会社 日立ハイテク
　　　　　北海道札幌開成高等学校

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７主な取組事項

マネジメント体制構築

研究基盤ＩＲ体制構築

機器共用機能強化プログラム

研究支援人材育成プログラム

体制構築・事業運営

学内公募型共用促進
研究基盤ＩＲシステム

リモートＯＦ／産学装置環
モノづくり支援／Ｒ＆Ｔ

テニュアトラック相当若手技術職員育成
マネジメント人材育成 他
研究支援情報収集／広報
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将来構想将来構想 自主財源
＋利用料収入
自主財源
＋利用料収入

随時改良随時改良

利用料投入利用料投入

クラウドファンド導入クラウドファンド導入

随時改善随時改善

マネージャー雇用・総合技術支援ステーション・研究基盤高度化委員会発足
シンポジウム 点検評価▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

設計設計

ＤＢ構築・広報ＴＦ発足ＤＢ構築・広報ＴＦ発足
調整調整
調整・求人調整・求人
設計設計
調整調整
暫定導入暫定導入

運用開始・広報誌発行運用開始・広報誌発行
運用運用
雇用開始雇用開始
運用運用
運用運用

本格運用本格運用
導入導入
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研究基盤マネジメントサイクルの構築 研究基盤強化推進プログラムの実施

これまでの取組と課題 ５年後の達成目標、達成されたときの姿

●  H17 ～機器共用開始、H27～グローバル
　ファシリティセンター（ＧＦＣ）設立
　　登録先端機器 222 台（16部局）, 12 万 h⁄年
　　受託分析 6000 件⁄年 ,  総収入 4,300 万⁄年
●  成型加工技術の開放（試作ソリューション）
●  中古機器の学内流通（設備市場）
●  部局連携：オープンファシリティプラット
　フォーム（ＯＦＰＦ）の創設
●  文科省「新共用事業」で６拠点を高度化

先端研究機器の共用化

●  H18 ～教育研究支援本部（H25～技術支援本部）
　を創立、H30～技術・人員の一元管理
●  全学技術職員が技術支援本部を兼務
●  専門別グルーピング等によるスキルシェア
●  部局を超えた全学支援システムの運用
●  技術職員の主体的活動の支援
●  令和２年度 文部科学大臣表彰「研究支援賞」受賞

研究支援人材の育成

持続的な成果の創出と社会還元を支えるＥＢＰＭ研究基盤強化推進体制の確立

学内公募型共用促進ＰＪを軌道
に乗せ、全学的な意識改革と結

束を不動のものとし、ミニマム

財源となる利用料の増収を図る
ことにより、本サイクルの永続

化が実現。

研究基盤ＩＲ(Institutional Research)

の新規構築により研究基盤マネ
ジメントサイクルが完成。

テニュアトラック相当若手技術

職員育成ＰＪ及び研究支援情報

データベースの新規導入により

人材育成機能改革が大きく加速。

課題

課題
全学的規模に成長した結果、持続的運営に
果たす装置管理者、部局、大学執行部それ
ぞれの役割を見直す段階に。持続的な研究
基盤データ収集分析体制の確立が必需。

組織整備が着実に進展。実質的な一元化を
加速する段階に。マネジメント機能・情報
共有発信機能の強化並びに部局横断活動
活性化のための財政基盤の確立が必須。
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●  産学装置循環ＰＪ

●  Ｒ＆Ｔ(Researchers & Technicians) コラボＰＪ

機器共用機能強化プログラム
持続的機器共用体制構築

産学協働高度化開発・投資信託共用システム

●  学内公募型共用促進ＰＪ “ＲＥＢＯＲＮ”
Research Equipment BOosting and Reusing Network project
研究基盤ＩＲ → 費用対効果可視化 → 合理的投資判断

ロバスト共用環境整備
●  リモートＯＦ開発ＰＪ
リスク許容×高効率×ボーダーレス
イノベーション創出強化
●  モノづくりＳｔａｒｔ－ｕｐ支援ＰＪ
多彩な技術でアントレプレナー教育を支援

教員・職員協働イノベーション機会の創出

研究支援人材育成プログラム
組織的人材育成
●  研究支援マネジメント人材育成ＰＪ
運営業務へのエフォートを割いた兼務体制
●  マルチスキル人材育成ＰＪ
学内外 で研鑽・ キャリア形成
計画的人員配置・効果的人材発掘
●  テニュアトラック相当若手技術職員育成ＰＪ
前倒し雇用は複数の職場でＯＪＴ・メンターも成長
●  研究支援インターンシップＰＪ
高校生～院生キャリアパス開拓
技術共有・発信・継承
●  研究支援情報集約・広報強化ＰＪ
技術職員スキル図鑑・広報誌Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ 発行

北海道札幌開成高等学校
Sapporo Kaisei High School


